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１. 令和８年度前期の申請状況と認定会社数見込み （報告）
中部地方整備局

令和7年度までの認定会社数及び
令和8年度の認定会社数見込み
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【令和8年度前期における事業継続力認定制度の申請状況】

新規申請会社数： 3社 （一般土木関連： 3社、港湾空港関連： 0社） うち優良認定申込： 0社

継続申請会社数：183社 （一般土木関連：168社、港湾空港関連：15社） うち優良認定申込：55社

令和8年前期の新規・継続申請会社186社及び既存の認定会社214社を合わせ、認定会社数は400社見込み

令和7年度までの新規認定会社数及び
令和8年度前期の新規申請会社数

※単年度あたりの認定会社数の合計から、継続未申請の建設会社等を除いた数

継続申請
受付開始

※

新規申請
受付開始

令和８年8月時点では、
400社に対して認定見込み
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大企業, 

10, 19%

中堅企業,

14, 26%

中小企業, 

30, 56%

※企業規模は中部地方
整備局の入札参加資格
一覧をもとに集計

優良認定申込会社の内訳

大企業, 26, 7%
中堅企業, 

57, 14%

中小企業, 

317, 79%

参考：全認定会社の内訳

N＝55

N＝400

令和8年度前期の優良認定申込会社数
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優良認定申込をした
会社のうち中小企業
の割合が高い

※令和8年度前期は新規申請会社数

令和8年度前期新規申請会社数



中部地方整備局

3-８ 優良認定の基準点に関する公表

• 評価要領「優れた取組として確認する項目リスト」の確認項目に取り組んでいただくことを基本としつつ、申込会社の事業
内容や体制、地域等により実施が困難な項目があること等を考慮し、すべての確認項目を満たしていない場合にも、各項
目の対応状況に基づく総合評価により一定の基準を満たす会社は優良認定会社となることができることとする

• また、優良認定会社は「自社の事業継続力の向上に資する優良な取組を行っている会社」や「地域における企業間連携を
主導するなど、地域防災力の向上を牽引する会社」と定義している

• 以上を踏まえ、全項目の合計点が５０％以上、かつ、各大項目の得点率25%以上を得点した３３社を優良認定会社とする
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２. 優良認定に関する認定基準の設定 （審議）

優良認定会社の内訳（県別割合）

優良認定の基準

1) 自社周辺で想定される地震以外の自然災害への備え

2) 南海トラフ地震臨時情報発表時の備え

3) 社屋の耐震性能確保

4) 確実な安否確認方法の確保

5) 避難先までの確実な誘導

6) 初動対応の重要業務における代理人の指名

7) 対応拠点・代替対応拠点の参集人員の確保

8) 拠点ごとの災害対応体制の構築

9) 拠点や工事現場等における災害対応マニュアル等の設置

10) 緊急車両の通行許可証の事前申請等による迅速な対応

11) 確実な資機材等の調達先の確保（民間企業間の協定の締結等)

12) 資機材等の共同利用等による柔軟な実施体制の構築

13) 社員へのBCP教育訓練の実施

1) 資機材等の調達先、協力会社との確実な連携を図る工夫

2) 同業他社等を含む地域・団体内での対応方針の明確化

3) 地域・団体内での連携を想定した情報共有の仕組みの構築

4) 協力会社を含めた資機材等のリスト化、地域・団体等を含めた保有量の整理

5) 行政等関連機関との連携を図る訓練等への参加

6) 同業他社との合同訓練

7) 協力会社等との合同訓練

1) 多様な被害状況を想定したシミュレーション訓練の実施

2) 夜間・休日を想定した訓練の実施

3) 発災から災害対応までの一連の総合訓練の実施

4) 施工中現場における訓練の実施

②BCPの改善 5) 訓練で把握した課題に対する改善行動（BCPのPDCA)

大項目 小項目中項目

（１）
防災対応力を
高める項目

（２）
地域・団体間の
連携に関する
項目

（３）
BCPの改善に
関する項目

①災害への備え

③事業継続体制
   の確保

④実効性を
   高める取組

①地域・団体間
   の連携

②関係機関等
   との連携訓練

①訓練の充実化

②初動対応と
　 人員確保

優れた取組として確認する項目（小項目25項目）
優良認定会社は、災害時の基礎的な事業継続力を備えていることに加えて、

以下の2点を満たす建設会社です。

１）災害時において、必要な人員及び資機材等の確実な確保に関する体制が

構築されているとともに、訓練を通じた改善に積極的に取り組むなど、

自社の事業継続力の向上に資する優良な取組を行っている会社

２）地域・団体による各種連携訓練等を通じて、地域における企業間連携を

主導するなど、地域防災力※の向上を牽引する会社

※地域防災力とは、広域災害時において建設会社による地域の応急復旧

や復興等の防災力のことをいう

優良認定会社の定義

出典：建設会社における災害時の事業継続力認定評価要領（令和8年3月）より

N=33

令和８年度

前期時点

長野県, 

3社, 

9%
岐阜県, 

3社, 

9%

静岡県, 

5社, 

15%愛知県, 

19社, 

58%

三重県,

3社,

9%


